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1．はじめに

1―1　本稿について

　本稿は，2023 年 7 月 8 日に行われた情報通信学会コンテンツビジネス研究会による公開

研究会「ネットにシフトするスポーツ中継」の内容に加筆しながら，集められた知見を整理

したものである。

　執筆者である田村（本学教授）および浅利（メディア開発綜研）は研究会のメンバーであ

り，福田（スポーツジャーナリスト）は公開研究会のゲストスピーカーとして招聘された。

福田は日本テレビ勤務時にスポーツ番組を長く担当し，2014 年から 2021 年までは東京オリ

ンピック・パラリンピック組織委員会でヘッドオブブロードキャスト1）を務めたスポーツ

中継のエキスパートである。

1―2　本稿の目的

　スポーツ中継といえば，“ビールを飲みながらプロ野球中継をテレビでみる”といった姿

が思い浮かぶ。実際，プロ野球中継（主にナイター）は 1993 年に発足した J リーグ（正確

には日本プロサッカーリーグ）などによってプロスポーツの人気が分散されるまでの，日本

の国民的娯楽というべきものだった。

　後述するが，野球に加え，同じく長い歴史を誇る大相撲，サッカー，ゴルフ，テニス，各

種格闘技などのスポーツ中継は，多チャンネル化したテレビの格好のコンテンツとなった。

スポーツ中継といえば，車中などでラジオ中継を聴くことを除けば，あくまでテレビでみる

というのが常識だったといってよい。テレビ番組には様々あるが，スポーツ中継はその中で

も中心的なもののひとつであり続けた。

　もちろんスポーツ中継は現在でもテレビ放送の重要な要素であることに変わりはないが，

プロ野球中継が視聴率低迷により地上波でほとんど放送されなくなったり，放送権料の壁に

あたって放送ができないスポーツイベントが出現したりしている。そして，これまでテレビ

にしかできないと思われてきたスポーツ中継が，ネットで配信されることが増えている。例

えば，J リーグの J1 から J3 までの中継はすべてネットサービスの DAZN によるものとな
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り，ほとんどテレビでは放送されなくなっている。こうした，スポーツ中継がネットにシフ

トすることの背景や現時点での課題を検討することが本研究ノートの目的である。

1―3　本稿の構成と執筆分担

　「1．はじめに」（担当　田村）では，本稿執筆の経緯，目的，構成が述べられる。

　「2．テレビとスポーツ中継」（担当　福田：2―1，2―2，2―3，2―7　浅利：2―4，2―5，2―6）

では，テレビ草創期以来，スポーツ中継とテレビ放送の大きなつながりを振り返る。

　「3．スポーツ中継のネット配信化」（担当　田村：3―1 福田：3―2）では，ネット配信によ

るスポーツ中継が増加している経緯やその背景を探る。

　「4．スポーツ中継のネット配信に係る諸課題」（担当　福田：4―1，4―2，4―5，4―6，4―7　

田村：4―3　浅利：4―4）では，ネット配信化することの諸課題を検討する。

　「5．最後に」（担当　田村）では，テレビ放送とネット配信の技術的な違いと今後の展望

に触れる。

2．テレビとスポーツ中継

2―1　スポーツ中継の黎明期

　1953 年に NHK と日本テレビがテレビ放送を開始してから 70 年が経つ。日本テレビの後

楽園球場での野球中継「巨人対阪神」は開局の翌日，カメラ台数はわずか 2 台だった2）。日

本テレビはプロレス中継にも力を入れ（1954～），力道山の空手チョップで外国人レスラー

を打ちのめす姿に敗戦国日本の国民は熱狂した。一方，NHK は『全国高校野球選手権大

会』（1953～）というアマスポーツや『大相撲』（1953～）を定期的に中継し，根強い人気を

確立していった3）。日本テレビは開局当時，テレビの普及を図るために街頭テレビを都内 26

ヶ所に設置し，多くの観衆が小さなブラウン管に群がったが，そこでも人気は大相撲，プロ

野球，アイスショー等のスポーツ中継だった4）。

　1960 年代に入るとプロ野球が国民的な人気を呼ぶ。その背景には ON 砲（オーエヌほう）

を放つ王，長嶋というスター選手や巨人軍の 9 連覇の様子（1965～1973）などが，連夜のよ

うに地上波で放送されたことがある。日本一を賭けた日本シリーズ「巨人対西鉄」における

西鉄・稲尾の快投（1958）など，数々の名場面も生まれた。また力道山以降もプロレス人気

は高く，さらにプロボクシング中継ではファイティング原田が当時の世界チャンピオン，エ

デル・デフレを破る姿（1965）は高視聴率を獲得した。

　オリンピック中継については，NHK が 1956 年のメルボルン大会で実験的に開始，1960

年のローマ大会から本格的に開始したが，生放送ではなくビデオテープをイタリアから空輸

して対応，放送時間は計 15 時間 35 分だった5）。そして 1964 年の東京大会は初の自国開催



順位 大会名 視聴率 日 時
1 2002FIFA ワールドカップ（日本対ロシア） 66.1% 2002/06/09
2 2002FIFA ワールドカップ（ドイツ対ブラジル） 65.6% 2002/06/30
3 ワールドカップサッカー（日本対クロアチア） 60.9% 1998/06/20
4 ワールドカップサッカー（日本対アルゼンチン） 60.5% 1998/06/14
5 2002FIFA ワールドカップ（日本対ベルギー） 58.8% 2002/06/04
6 2010FIFA ワールドカップ（日本対パラグアイ） 57.3% 2010/06/29
7 2006FIFA ワールドカップ（日本対クロアチア） 52.7% 2006/06/18
8 ワールドカップサッカー（日本対ジャマイカ） 52.3% 1998/06/26
9 2006FIFA ワールドカップ（日本対オーストラリア） 49.0% 2006/06/12
10 2018FIFA ワールドカップ（日本対コロンビア） 48.7% 2018/06/19

データ出典：ビデオリサーチ

図表 1　FIFA ワールドカップ中継視聴率ランキング（世帯，関東地区）
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で，多くの日本人の関心を呼んだ。実際に歴代のスポーツ中継で今日に至るまで一番の高視

聴率を獲得したのは，東京オリンピックでの女子バレーボール決勝「日本対ソ連」の 66.8％

（世帯・関東地区）である。その後もオリンピック種目で日本人がメダルを獲得できる競技

や種目が人気となり，中継機会が格段に増えていった6）。

　オリンピックをはじめ，アマチュアスポーツを数多く中継していた NHK の存在はスポー

ツ界にとって大きかった。当初，放送権料は廉価あるいは無料同様の時代で，NHK で全国

放送されることがそのスポーツの人気の獲得や普及に資するというのがスポーツ団体の考え

だった。

　そして FIFA ワールドカップの中継も 1978 年から NHK 独占（ワールドコンソーシアム

という世界的な座組による）となったことで，オリンピックと合わせて視聴者にとって関心

の高い中継番組となった7）。

　図表 1 は FIFA ワールドカップで高視聴率をとった試合の一覧である。テレビ離れが進

んだ現在でも，試合内容によっては強い求心力があることが理解できる。

2―2　テレビとスポーツ中継

　特筆すべきは，NHK でも民放でも，この 70 年を振り返った時，テレビ放送とスポーツ

中継の相性は非常によかったということである。ドラマ番組のような脚本，キャスティング，

スタジオ収録，編集といった手の込んだ作業に比べて，競技場にカメラを持ち込み生中継す

ることで成立するのがスポーツ番組の利点である。むしろ手を加えない，スポーツの持つあ

りのままの感動を同時体験する機会を提供するテレビには，国民にとって最高の娯楽となる

要素が多くあった。その理由として以下を挙げられよう。

・ 1960 年代から 80 年代は放送権料も適正で，ドラマや報道のような制作コストがかからな
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かった。

・ そのスポーツの普及や人気獲得を目指すという目的が，スポーツ団体とテレビ局に共通し

ていた。

・ スポーツ競技そのものにドラマ性があり，視聴者に感動を与える機会が多い。

・ 2022 年の WBC やワールドカップのように急激な人気上昇は局のイメージアップにも貢

献する。

　いずれにしてもスポーツ競技とテレビ放送の蜜月は長く続いた。そして時にはテレビのた

めにルール改正をしたり8），テレビ放送に合わせて試合時間の設定をしたりするなど，テレ

ビが絶対的なスポーツ中継のメディアとして地位を確立していた。

　80 年代以降になると，スポーツ中継の中心は NHK から民放へと移行していく。NHK は

伝統あるアマチュアスポーツを中心に放送していたが，バブル景気もあって，大型スポンサ

ーが多くのスポーツ大会に協賛し，新規のスポンサー冠大会も大きく増えた。トヨタカップ，

キリンカップ，日産ゴルフ，サントリーテニス，レナウンカップ，東芝アメリカンボウル等

である。電通を筆頭とした広告代理店がテレビ広告の買い切りを保証するなどで，スポンサ

ー収入を財源とした民放テレビ局の後押しをしたこともあり，スポーツ大会は百花繚乱の時

代へと進んでいった。

　スポンサー冠を付けたエキシビジョンとしての大会もあったが，チャンピオンシップ（各

スポーツ団体の正式な世界大会）が充実していき，そのテレビ放送機会も増加していく。視

聴者も次第に目が肥えて，真剣勝負のスポーツ大会にこそ魅力を感じるようになっていった。

各スポーツ団体もテレビと連携して露出を増やすことで，そのスポーツの普及や発展を期し

て戦略を立てていった。

　例えば，バレーボールは FIVB（国際バレーボール連盟）の戦略により，4 年ごとに開催

される世界大会を 4 つ，すなわち，世界選手権（世界バレー），ワールドカップ，オリンピ

ック，グランドチャンピオンズカップをローテーションで毎年 1 大会ずつ開催した。競技人

気の高い日本では 4 つの世界大会を各民放局が契約して放送した。ラリーポイント制（サー

ブ権がなくとも得点が入る）の導入などのルール改正による放送しやすい試合時間の実現や，

アリーナ観客席と競技コートを近づけて盛り上げを図るなどの施策も行い，テレビとスポー

ツ競技の蜜月な関係を示した。

　いくつかのチャンピオンシップの大会は視聴率が見込めて，かつスポンサーも付きやすい

ことから，その放送権の争奪戦も生まれていく。それは欧米を筆頭に世界的な風潮であった

が，日本でも次第に放送権料が高騰していった。するとスポンサー広告収入に頼らない，受

信料を財源とする NHK は高い放送権料を払えない時代になり，オリンピックなど一部大会

を除いて，こうした大会の放送は民放にシフトしていく。広告代理店と手を組む民放が冠ス
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ポンサーを付けるなどの営業的な対応をするようになり，放送権料が高額でも採算が取れる

仕組みが成立した時代であった。

　さらに 1990 年代に入ると，地上波以外のプラットフォームでもスポーツコンテンツが増

加する。NHK は BS 放送にも力を入れ，WOWOW，（現在の）スカパー！，J スポーツなど

の有料放送が開始されて，スポーツのキラーコンテンツ争奪戦に拍車がかかった。これらの

サービスにとっては，加入促進とスポーツコンテンツは表裏一体であるのでなおさらである。

特に海外サッカーは，世界的スターの存在，多くのリーグ戦試合による長い放送時間が若年

層を中心とした加入者確保に結びついた。

　1993 年の J リーグ開幕以降はサッカー日本代表戦などがキラーコンテンツに成長してい

き，世界水泳，世界フィギア，スーパーボウルなど一流の大型スポーツ大会は地上波放送の

目玉商品となった。

2―3　地上波放送の放送枠の限界について

　日本テレビでは開局当時から編成されたプロ野球・巨人戦中継の場合，18 時プレーボー

ルにもかかわらず，また，後続の番組も放送する必要があったため，19 時から 21 時までの

放送枠（のちに 30 分程度の延長枠が設定されたが，それ以上はなかった）しかなかった。

いくら試合が盛り上がっていても中継は中断され，ファンはラジオ中継に頼る以外はなかっ

た。しかし，そうしたことが許容された時代は終焉を迎えている。試合をフルでみられない

編成は視聴者のニーズに合わなくなっている。

　とはいえ，地上波では放送設定の限界がある。2023 年バスケットボール B リーグファイ

ナル第 1 戦において，延長戦に突入した試合の模様は地上波日本テレビでは結果までは放送

されなかった。2023 年世界柔道（フジテレビ）では，男子 66 ㎏ 級の決勝戦が試合延長とな

り最後まで地上波放送されなかった。ゴルフ中継では生放送を設定していても，悪天候など

の場合に試合が長引くことを考慮して VTR 収録放送に切り替えて放送枠に収める処置が必

要となる。競技スタートを早める，アウトイン一斉スタートなど運営のコントロールをした

うえでのことだが，有料ネット配信や WOWOW 等の有料放送は原則として完全生放送を

実施している。地上波放送がこれをするには，番組編成的にも営業的にも条件をクリアした

十分な放送枠確保が必須となるが実際はむずかしい。

2―4　NHK衛星放送におけるスポーツコンテンツの位置づけ

　NHK 衛星放送では，1987 年の衛星第 1 テレビの独自編成による 24 時間放送開始に伴い，

米大リーグ（以下「MLB」）の録画中継を開始した。1989 年の本放送開始以降は現地映像

による生中継を中心とした編成に移行している。

　1995 年からは，同年よりロサンゼルス・ドジャースに移籍した野茂英雄投手の登板試合



図表 2　ふだん見ている NHK BS の番組ジャンル

日本放送協会「NHK の衛星放送の視聴状況について」（平成 19 年 9 月 25 日），
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の生中継を中心に放送すると，同投手の活躍も相まって，NHK 衛星放送の認知および普及

拡大に貢献した。その後，イチロー選手や松井秀喜選手，長谷川滋利投手，佐々木主浩投手

等の活躍もあり，NHK を中心とした MLB 生中継は NHK のみならず衛星放送全体のブラ

ンドを確立する上で大きく寄与したと思われる。ちなみに，BS デジタル放送の普及に貢献

した番組に贈られる「BS デジタル大賞 2003」（一般社団法人 BS デジタル放送推進協会）

には，NHK と BS-i（現 BS-TBS），BS フジが制作した「MLB 中継」が受賞，同特別賞は野

茂投手が受賞した9）。

　NHK による FIFA ワールドカップ中継は，1978 年に開催されたアルゼンチン大会からで

ある10）。これは，国際サッカー連盟（FIFA）がアジアにおけるサッカーの普及促進を狙い，

公共放送が多く加盟するアジア放送連合（ABU）を通じて「6 大会11）一括，安価」という

条件で販売した日本における同大会の放映権を NHK が取得したためである。NHK 衛星放

送における FIFA ワールドカップ中継は 1986 年開催のメキシコ大会からである。本放送開

始後のイタリア大会（1990 年開催）では，予選リーグと決勝トーナメント全 52 試合につい

て，生中継を中心とした BS1（合計 222 時間）と録画中継を中心とした NHK 総合テレビ

（合計 80 時間）で放送した。その後の米国大会，フランス大会は，NHK 衛星放送にて生中

継と録画をあわせ全試合を放送した。ジャパン・コンソーシアム（JC：NHK と全民放局で

構成）体制に移行した 2002 年大会以降も，日本代表戦や主要カードを除く試合の一部を

NHK 衛星放送にて放送した。

　NHK 放送文化研究所「衛星放送に関する世論調査 2007」（2007 年 3 月実施）によると，

「ふだん見ている NHK BS の番組ジャンル」のトップは「海外のスポーツ中継」（13％）で

ある。「日本のスポーツ中継」（12％）も合わせると，NHK 衛星放送においてスポーツ中継

が視聴者から評価を受ける番組ジャンルであることが見受けられる12）。

　NHK 衛星放送の魅力については，「スポーツ中継が多いこと」（21％），「スポーツやライ

ブ，ステージの多くをノーカットで最後まで放送していること」（21％）などが上位である。



図表 3　NHK BS 放送の魅力

日本放送協会「NHK の衛星放送の視聴状況について」（平成 19 年 9 月 25 日），
総務省「NHK の衛星放送の保有チャンネル数の在り方に関する研究会」第 2 回会合説明資料より引用
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「地上放送で取り上げられることの少ない趣味やスポーツの番組を放送していること」（9％）

との評価もある13）。

　こうした視聴者の評価をみると，スポーツコンテンツの放送が NHK 衛星放送の普及およ

び視聴に一定程度寄与したことが伺える。

2―5　WOWOWにおけるスポーツコンテンツの位置づけ

　BS 放送を活用した日本初の民間放送事業者である日本衛星放送（以下「WOWOW」）は，

1990 年より，こちらも日本初となる有料放送サービスを開始した。それまで一部のケーブ

ルテレビを除き，民間放送の視聴に料金を支払う経験を持たない視聴者に対して，「お金を

支払ってでも視聴したい番組」を提供することが求められる中で，同社はスポーツのライブ

中継をひとつのキラーコンテンツとして番組編成に加えることとした。

　WOWOW は，地上波テレビ放送との差別化を図るため，ボクシングや総合格闘技

「RINGS」のライブ中継とともに，1991 年，当時世界的に人気が高かったイタリア国内 1 部

リーグのセリエ A の日本国内独占中継を実施した。開始当初は日本でも人気の高かったク

ラブチームの対戦（ミラノダービー等）のみ衛星生中継で，多くは録画中継であった。その

後，週末の注目対戦カードの衛星生中継が基本となる等，日本でもファン層を爆発的に拡大

しつつあったサッカーファンの興味・関心を惹くコンテンツとして注目されるようになった。

　その後，WOWOW では，ブンデスリーガ（ドイツ国内 1 部リーグ）14）やリーガ・エスパ
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ニョーラ（スペイン国内 1 部リーグ）15）等の主要欧州プロサッカーリーグの中継に加え，

UEFA チャンピオンズリーグ16）や UEFA 欧州選手権など，海外サッカーファンの注目度

が高い中継を実施した。2023 年 10 月時点において，サッカー以外のスポーツ競技では

NBA（北米男子プロバスケットボールリーグ），総合格闘技の UFC やボクシング，テニス

の 4 大トーナメント17）を含む ATP ツアーなど，年間を通じて世界のスポーツ競技の中継

が編成されている。

2―6　�スカイパーフェクト・コミュニケーションズによる 2002FIFA ワールドカップ放映

権確保

　1996 年にサービスを開始した CS デジタル放送サービスは，日本初のデジタル放送技術

を活かした多チャンネル放送サービスであり，各ジャンルに特化した専門チャンネルの有料

プラットフォーム事業として登場した。同サービスの開始当初は，CS デジタル放送の電波

を受信するパラボラアンテナと専用のセット・トップ・ボックス（STB）の設置が BS 放送

の受信とは別に必要であり，こうした設備の設置を受信者に求める点において，同サービス

の普及を進める上での課題とも考えられた。こうした課題を乗り越えるため，CS デジタル

放送のプラットフォーム事業者であるスカイパーフェクト・コミュニケーションズ（現スカ

パー JSAT）は，地上波放送や BS 放送との差別化戦略を求められていた。1999 年にはイタ

リアのセリア A の放送権を獲得するなどでサッカーには精通していたこともあり，差別化

戦略としてのマーケティング施策のひとつとしてキラーコンテンツの確保，自国開催で注目

度の高い 2002FIFA ワールドカップ（日本・韓国の 2 国開催）の放映権確保へとつながっ

た。

　同大会の放映権については，前述の 6 大会一括での放映権の終了に伴い，新たな放映権確

保に向けた交渉が必要であった。2002 年大会からの放映権はスポリスとキルヒ・メディア

という民間企業に買い取られた（28 億スイスフラン）こともあって，同大会の放映権に関

しては，それまでの放映権料から大幅に引き上げられたことで JC との交渉が停滞した。こ

うした状況において，2000 年 9 月，スカイパーフェクト・コミュニケーションズは，同大

会全 64 試合と本大会抽選会の CS 放映独占権を約 135 億円で獲得したと発表した18）。なお，

スポーツイベントに対して 1 社が支払う放映権料としては国内過去最高額（当時）であった。

　その背景として，「近い将来に予定される株式上場で豊富な資金調達が見込めることに加

え，『今後 BS デジタル放送との競争激化が予想される。全試合放送という大セールスポイ

ントをぜひとも獲得したい』（同社幹部）という思惑があった」19）と報じられている。スポ

ーツ放映権の高騰が今後とも続くことが予測される中で，スポーツコンテンツを自らのサー

ビス普及につなげるキラーコンテンツとして活用する潮流が生まれたとも言えるだろう。
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2―7　課題となってきた放送権料

　ここまで述べてきた通り，テレビによるスポーツ中継は，テレビ黎明期から始まって，衛

星放送やケーブルテレビといった多チャンネル環境になっても，主要な番組としてあり続け

た。しかし，昨今のスポーツ大会の放送権料の高騰は，スポーツ大会とテレビの蜜月関係に

水を差しつつある。

　1980 年のオリンピックモスクワ大会はテレビ朝日が独占契約をしたが，ロシアのアフガ

ニスタン侵攻により多くの西側諸国が出場をボイコットし，何より日本も参加しなかったこ

とで，オリンピック中継としての魅力が失われてしまった。その苦い経験もあって，NHK

が主導しながら JC として国際オリンピック委員会（IOC）と長期契約を継続することにな

ったため，放送局間での争奪戦こそないが，IOC の放送権料自体は毎回高騰を続け課題と

なっている。

　また 1991 年世界陸上で番組編成および収益で成功を収めた日本テレビも，パッケージ契

約により東京大会以外の様々な大会（ジュニアや室内陸上など）の放送を義務付けられ，す

べての放送の採算が合ったわけではなかった。

　そして 2000 年以降，各放送権料の高騰から，地上波の広告収入だけでは成立がむずかし

い時代になった。高額化する放送権料を含む制作費と広告収入のバランスが取れなくなった

のである。FIFA（国際サッカー連盟），WR（世界陸上連盟），WA（世界水泳連盟）など

の競技団体は，その運営収入確保のために放送権料を収入の主軸にすえるようになっている。

オリンピックの放送権料として米・NBC が莫大な金額を払っていることは知られているが，

日本の放送権者（RHB: Rights Holding Broadcaster）である JC も現在では高い放送権料に

苦しんでいる。2012 年ロンドン大会から収支は赤字が続いているが，それでもこのスキー

ムが壊せないため，電通による広告枠の買い取り保証や各局の経営判断により，かろうじて

JC 体制を維持している。さらに，テレビの広告収入が落ち込んできたこともある。

　そして，高視聴率が期待できるオリンピックはともかく，あまり人気のないスポーツ中継

を番組編成することは収支の上でも，視聴率の上でも厳しい状況が生まれ始めた。地上波で

は特に，視聴率，営業収支面などの条件を満たさないスポーツ中継は敬遠されるようになっ

た。よって，各地上波テレビ局も，放送権獲得に関しては慎重な時代になっている。

　そのような状況から，特番（特別番組）という形で，スポンサーからの営業収入が見込め

る大型スポーツイベントに力を入れる傾向にある。2023 年だけでも WBC，世界水泳，世界

陸上，バスケットボールワールドカップ，バレーボールワールドカップなどがあり，すべて

地上波中心の編成が実現している。これらは放送権料と制作費等の支出とスポンサー広告収

入のバランスがとれているとともに，番組価値としても高視聴率獲得の可能性や実績があっ

たからである。
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3．スポーツ中継のネット配信化

3―1　これまでのネット配信事例

　多額の放送権料にテレビ局が苦慮する中，スポーツ中継のネット配信が徐々に増加してい

る。1990 年代，インターネット上で動画を配信する試みは数多く行われてきたが，実用レ

ベルに達するには，サーバー，回線（とりわけ CDN20）），端末，アプリケーションのすべて

が一定のスペックに発展するのを待つ必要があった。映像配信自体は，2000 年前後から，

テスト的とはいえ商業サービスにも応用されるようになった21）。

　スポーツジャンルで早くからネット配信に取り組んだのはプロ野球中継だった。理由とし

ては，権利処理は主催球団の許諾だけで済むこと，地上波から野球中継が減少したこともあ

って野球中継に適した新たなメディアが模索されていたこと，映像素材は衛星・ケーブル放

送向けに制作が続いていたために新たに制作する必要がないこと等である。ソフトバンクや

楽天，DeNA はオーナー企業が IT 系ということもあり，早くから配信に積極的で，巨人や

阪神といった老舗球団もアクセスポイントを増やして人気回復を図るための一つの方策とし

た。

　こうした試行錯誤の末，2012 年，パ・リーグの全試合を視聴できるサービス，「パ・リー

グ TV」22）が開始された。この統合的といえるサービスを開始にこぎつけることができた理

由としては，比較的最近にオーナー会社となった先述 IT 系企業たちの意識，6 球団を株主

としたパシフィックリーグマーケティング社がパ・リーグ TV を運営するなど，ビジネス

面での結束が固いことがあげられよう。ともあれ，ワンストップで全試合を視聴できるこの

サービスはファンにとって価値が高い23）。

　そしてスポーツ中継のネット配信への傾斜を決定づけたのは，2016 年の DAZN の日本で

のサービス開始である。公式 HP によると，当時英国に本社があった DAZN は同年，ドイ

ツ，スイス，オーストリアとともに日本でサービスを展開，2023 年現在ではサービスエリ

アは 200 カ国を超えるという。

　その DAZN が J リーグ放映権を 10 年間で 2000 億円（のち 2100 億円と訂正）の契約をす

るというニュースが流れた24）。まだまだ試行段階と考えられていたスポーツのネット配信

だったが，一気に巨大な金額が動くビジネスの領域に成長した。2007 年から 2016 年までの

J リーグの放映権はスカパー JSAT が権利を所有していたが，「J リーグの 2015 年度決算で，

計上収益約 133 億円のうち約 50 億円がスカパー JSAT 社などとのテレビ放映権料収入で占

め」25）たという。つまり，DAZN の契約が年平均 210 億円とするとそれまでの 4 倍以上の

額ということになる。この額まで高騰すると，もはや日本のメディアは太刀打ちできない。

また，それまではテレビ放送の補完と思われてきたネット配信だが，今後はテレビ放送がな



図表 4　主なスポーツ中継配信事例

2004 以降 プロ球団が試験的に配信開始（例：SB，楽天，DeNA「niconico」・巨人「G 流」・
阪神「虎テレ」など）

2008 北京五輪に際して gorin. jp スタート（民放テレビ 132 社）
NHK も同様サービス開始し NHK プラスに引き継がれる

2012 スカパー！（J リーグ）や WOWOW がネット配信を付加
パ・リーグ TV 開始（パシフィックリーグマーケティング）

2016 DAZN が日本でもサービス開始（現 DAZN グループ），J リーグ配信権を 10 年間
2100 億円で取得，V リーグ全試合も取得
広島戦を DAZN が配信（ただし当初は広島県からは視聴できない措置）

2018 大相撲（ABEMA）
2019 ラグビー W 杯で地上波と同時に無料生配信（TVer・NHK オンライン）

巨人戦を DAZN が配信（その後，広島以外のセ・リーグ全体が加わる）
2020 韓国系の SPOTV NOW がサービス開始，MLB やセリア A など
2021 井上尚弥 VS アラン・ディパペン（ABEMA）

DAZN が V リーグとの契約解消
2022 村田諒太 VS ゲンナジー・ゴロフキン，井上尚弥 VS ノニト・ドネア（ともに

amazon プライムビデオ，海外は DAZN）
W 杯アジア最終予選アウェー 5 試合（DAZN），テレビ放送なし
W 杯全 64 試合を無料配信（ABEMA）
WBC 日本戦および準決勝・決勝全 8 試合（amazon プライムビデオ）

2023 DAZN と J リーグで契約のし直し，年平均額は下がり，2024 より J3 が外れる（J3
の権利は J リーグに戻る。）
スペインサッカーリーグのラ・リーガを DAZN に加えて U-NEXT が SPOTV 
NOW と提携して配信
WBC 日本代表全試合および強化試合を amazon プライムビデオが配信
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くネット配信だけということが，多少の不安と同時に新しい時代の到来を感じさせた。

　DAZN は WE リーグ（女子サッカー）や B リーグなど配信対象を拡大してきたが，2019

年以降は広島と一部の中日の主催試合を除くセ・リーグの配信も開始している（ただし，非

独占）。

　ボクシング中継は今後，地上波中継からネット配信中心となると考えられる。2021 年 12

月に井上尚弥 vs アラン・ディパエン（タイ）戦がひかり TV と ABEMA で生配信されたこ

とを皮切りに，2022 年にはプロボクシング「村田諒太 VS ゲンナジー・ゴロフキン」，「井

上尚弥 VS ノニト・ドネア」の 2 試合は，フジテレビが放送するのが順当と思われたが，国

内向けは amazon プライム・ビデオで，海外向けは DAZN でライブ配信された。この背景

には巨額のファイトマネーの問題があったが，「村田諒太 VS ゲンナジー・ゴロフキン」に

ついて読売新聞は以下のように報じた。

国内の世界戦は数千万円規模で開催される例が少なくないが，村田戦は別格だった。関係

者によれば，世界的スターのゴロフキン側の報酬は推定 15 億円。これを動画配信サービ
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ス「DAZN（ダゾーン）」が賄って海外向け配信を担当。推定 6 億円の村田側の報酬を支

払うアマゾンが国内向け配信を担い，フジテレビは制作に回った。26）

　2022 FIFA ワールドカップアジア最終予選のうちアウェー 5 試合はテレビ放送がなく

DAZN の配信のみとなった。これも高額の放映権料をテレビ局が支払えないという共通の

事情があった。この件について，前 J リーグチェアマンの村井満氏は，「放映権料の値上が

りでアジアサッカー連盟（AFC）とテレビ局の契約が成立せず，日本ではアウェー戦を全

く視聴できない可能性もありました。ダゾーンは地上波テレビを排除したわけではなく，サ

ッカーを救ってくれました。ただ，会員以外の視聴機会は失われました」27）と述べ，日本サ

ッカー協会会長の田嶋幸三氏は，「残念なのは，子どもたちがパッとテレビをつけて，代表

選手を応援したいと思っても見られないこと」28）と述べている。

　そして，2022FIFA ワールドカップカタール大会は，ABEMA が 64 試合すべてを配信し，

「日本が予選 3 戦を戦った 3 日間でみると累計の視聴者数は 4100 万人を超えた」29）という。

3―2　ネット配信の優位性

　同じライブ伝送でも，テレビ放送とネット配信ではメディア特性の違いがある。従来の地

上波や衛星放送のように電波を使用するものと，インターネット回線を使用する配信との違

いである。まず，テレビ放送が発信側からの一方通行のコミュニケーションなのに対して，

ネット配信は双方向のコミュニケーションが可能である。次に，ネット配信ではマルチアン

グル，マルチ編成が可能となり，その中からユーザーが選んで視聴できるという長所がある。

　実際に 2022FIFA ワールドカップの中継で全試合を放送した ABEMA は，HBS（ホスト

ブロードキャストサービス）制作の国際信号30）の中から 4 つの別アングルを提供し，視聴

者が選択できるようにした31）。その 4 つの別アングルとは，スパイダーカメラという上空

を縦横無尽に動く俯瞰のアングル，両チームの注目選手，両チームのベンチカメラであった。

日本戦では森保監督を狙ったカメラはマニアックな視聴者へのサービスとして好評だった。

こうしたマルチアングルはテレビ放送では真似をすることはできない。地上波には流れなか

ったスペイン・エンリケ監督と森保監督の試合後の握手の映像は，先のマルチアングル映像

の中に収められ，ABEMA でしか見られなかった32）。

　さて，テレビ放送とスポーツ中継の相性がよかった理由は先に挙げたが，別アングル映像

でも理解できるように，ネット配信にも独自の優位性がある。以下，ネット配信とスポーツ

中継との相性の良さ，放送に比較しての優位性を挙げる。

・ 一つの大会権利を獲得すると，予選から決勝まで多くの試合が配信可能になり，編成枠を

大きく埋めることができる。視聴者は日本戦以外の多くの試合も楽しめる。
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・ 試合時間が決まっていないゴルフやテニスなども柔軟な延長対応が容易。地上波ではみら

れない試合前の様子や試合後のインタビューも配信可。

・ マルチアングル配信など視聴者がみたい映像を複数提供できる。

・ 地上波などではみられないヨットレースや自転車ロードレースなどのややマニア寄りの大

会も長時間配信できる。例えばサッカーでも，男女，年代別の世界大会やリーグ戦など多

数ある。

・ 中継映像を国際信号だけで済ませ，ユニ映像の制作をしなければ制作費は廉価である。そ

の場合はアナウンサーによる実況やゲストの解説を付けるだけでよいが，場合によっては

現場音だけの中継でも成立する。

・ 契約を交わせば，すみやかに配信を開始できる。

・ 視聴者は生放送を見逃しても，スマホ等でいつでもどこでもすぐに視聴できる。時差があ

る大会でも視聴しやすい。また，倍速視聴をすればタイムパフォーマンス向上にもつなが

る。

4．スポーツ中継のネット配信に係る諸課題

4―1　最近の事例から

　先述のように 2022 年 FIFA ワールドカップ・カタール大会のアジア最終予選において，

アウェーのオーストラリア対日本の試合は DAZN の有料配信のみで，地上波放送はできな

かった。アジア最終予選のアウェー試合は AFC（アジアサッカー連盟）が放送権をハンド

リングしており，そこに至るまでも有料配信しかなかったが，この試合でワールドカップ出

場が決定する大一番になったことで，テレビ放送がなかったことは多くの注目を集めた。日

本サッカー協会・田嶋会長は地上波放送の可能性を探ると発言したが，結局，それはできな

かった33）。DAZN の 2022 年時点での月額料金は 3,000 円（税込）で，その試合のためだけ

に加入したファンも多かったであろう。また本大会のテレビ中継も放送権料の高騰から，

2002 年から続いていた JC 体制が崩壊した。

　最後は全試合の権利を ABEMA が獲得し，全 64 試合の無料配信に踏み切った。同時に，

NHK，テレビ朝日，フジテレビによる日本戦を含む地上波放送も数試合できるスキームと

なったことで，視聴者の不満を生むことはなかった。

　また，2023 女子ワールドカップの放送権料が低すぎると，FIFA 会長が欧州の公共放送

に対して不満を表明する等の異例の事態も起きた。そして日本でのテレビ放送について，開

幕 1 週間前にようやく NHK が契約に至るという前代未聞な出来事まで起こっている。

　以上の件は，すべて放送権料の高騰が原因であり，スポーツ団体の考える放送権料の基準

と放送局側の基準にギャップが生じているといえる。かつ，スポーツ団体や広告代理店は放
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送権の契約について長期的な独占契約を望む傾向にあり，その金額は高騰の一途を辿ってい

る。もはや，低い放送権料でかまわないから，テレビで放送してもらうという姿勢はごく限

られたマイナー競技にしか当てはまらない。

4―2　なぜ放送権料は高騰するのか

　IOC や FIFA を筆頭に，その団体の維持や大会運営費用の財源として放送権料が占める

割合がさらに大きくなってきた。例えばオリンピックでは，2017 年から 2020 年までの IOC

の財源の実に 61％ が放送権収入である34）。では，なぜ放送権料が高くなるのか。

　オリンピックやワールドカップでは，団体から開催都市や組織委員会に割り当てられる費

用の比率も大きい。東京オリンピック 2020 組織委員会の最終収支報告では，総収入 6404 億

円のうち 868 億円が IOC からの分配金で，全体の 13.6％ だった35）。つまり，IOC の放送権

収入は開催都市の組織委員会活動にとっても重要な財源となっている。

　ほかにも，スポーツ団体の活動維持と各加盟協会への助成金，さらには大会の出場給やボ

ーナス，賞金などに大きな金額が必要になってきている。しかも安定した収入を望むように

なったため，協会や団体は，長期大型契約を望むようになっている。

　FIFA ワールドカップは，従来参加 32 チームから 2026 年大会からは 48 チームへ拡大す

る。資金力のあるカタールなどの中東諸国や中国の出場可能性を増やし，また参加国が増え

れば放送機会の拡大（放送権料の増大）も期待できるが，同時に運営費用やチーム参加費，

賞金も増大するために費用総額は拡大，それを埋め合わせるために放送権料も上がる構造で

ある。スポーツ大会の規模が大きくなれば，人件費を含む運営費も増大し，スポンサー協賛

費以上に放送権料が収入の中心となってくる。

　また女子のワールドカップも 2023 年大会から従来の 24 チームから 32 チームへ拡大した。

それを放送する RHB も増えるが，その一方で高い放送権料に見合った高品質な放送体制も

RHB から要求される。するとカメラ台数の増加など手厚い技術体制の構築のために国際信

号制作費も増加し，放送権料が上がるということもある。

　これまで地上波テレビ局の制作においては，放送権料以外に，多額の技術制作費が必要と

されてきた。国内大会に際して自前で独立した中継制作をすること，さらに国際信号をもら

う大会でもユニ映像のために独自のカメラやスタジオを設けることが多いためである。こう

した充実した体制作りも，放送権料含めた制作費の支出をまかなうスポンサーからの収入が

あったために可能であったが，放送権料の高騰により，こうした制作体制作りもむずかしく

なっている。

　さらに現在の放送権ルールの多くには権料の高さに見合わないことがある。それは映像素

材のニュース関連番組含めた二次利用についてである。例えば，オリンピック映像等には二

次利用に際しての放送時間，放送番組の限定，使用条件の順守等の多くの制限があり，しか
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も放送有効期間を過ぎれば別途費用がかかる。JC で放送権を獲得したオリンピック放送も

年度内は無料に利用できるが，それを過ぎればアーカイブ料金が必要となる。オリンピック

以外の各種ワールドカップなどでも同様のケースが多く，自由に二次利用ができないことか

ら権利金が割高に感じられることがある。

4―3　英国のスポーツ中継に対する法制度の視点から

　日本でも重要なスポーツ試合が地上波で放送できない事態が起こってきたが，特定のスポ

ーツイベントの中継について国民の視聴を確保することを法的に定めている英国の事例を参

考までに述べる。

　Broadcasting Act 1996 のパート 4「国民的関心（National Interest）を有するスポーツそ

の他のイベント」では，イベントのリストが作成されること，そして，それをどういった手

順で放送するかが定められている。

　その具体的なリストや具体的な手順は，Ofcom（英国放送通信庁）の文書である，Code 

on Sports and Other Listed and Designated Events にある36）。リストとは，UK Listed 

Sporting Events のことで，図表 5 にあるように，Group A と Group B の二つがあり，取

り扱いが異なる。より国民の関心が高い Group A のイベントは地上波テレビの無料生放送

が必要とされ，Group B のイベントは無料録画放送を前提として有料生放送が許される37）。

　そこには，適格条件（qualifying conditions）として以下の 2 点が示されている。

（a）サービスの受信に対価を必要とせずにサービスが提供されること

（b）英国の人口の少なくとも 95 パーセントがサービスを受信できること38）

　それに見あうメディアとして，Annex 2 に以下の地上波 5 チャンネルが具体的に明示さ

れる39）。

Channel 3（ITV1）

Channel 4

BBC 1

BBC 2

Channel 5（Five）

　日本にはこれほどまで放送内容を制御する法規はないし，表現の自由の観点からは今後も

必要ないと考える。しかし，英国の事例から学ぶべきは，日本の放送関係者間の共通認識と

して，放送すべきスポーツイベントのリストがあってもよいのではないかということである。

W 杯での日本代表戦は間違いなくそのリストに入るだろうが，先述の通り，2022 年のアジ

ア最終予選アウェー 5 試合はテレビ放送ができない事態が発生している。もし共通認識があ



図表 5　英国で地上波放送が義務化されているスポーツイベント40）

【GROUP A】
・オリンピック
・パラリンピック

（サッカー）
・ワールドカップ決勝トーナメント（男女）女子は 2022 年から。
・欧州選手権決勝トーナメント（男女）
・FA カップ決勝
・スコットランド FA カップ決勝（放送義務はスコットランドのみ）

（競馬）
・グランドナショナル
・ダービー

（テニス）
・ウィンブルドン選手権決勝トーナメント

（ラグビー）
・ワールドカップ決勝
・チャレンジカップ決勝

【GROUP B】
（クリケット）
・イングランドでのテストマッチ
・ワールドカップ決勝および準決勝

（テニス）
・ウィンブルドン選手権決勝トーナメント以外の試合

（ラグビー）
・ワールドカップ決勝トーナメント
・シックスネイションズ

（総合競技大会）
・コモンウェルスゲーム（イギリス連邦各国による）

（陸上）
・世界陸上

（ゴルフ）
・ライダーカップ
・全英オープン
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れば，こうしたことが看過されにくくなると考えられる。

　これらのリストをみると，サッカー，ラグビー，ゴルフなど多くの人気スポーツの発祥地

が英国であることに気づくとともに，それらの大会に対する国民の強い思い入れを感じさせ

る。ヨーロッパでは有料衛星放送が発展し，多くのスポーツ中継がそこから放送されるよう

になったため，主として経済的弱者がそれらをテレビ観戦できなくなることを避けるために，

無料地上波テレビでの放送義務の法制化という強い措置がとられたわけである。

　さて，日本人にとって英国のリストに相応するようなスポーツ中継があるだろうか。オリ



図表 6　インターネット利用状況（個人）

出典：令和 4 年通信利用動向調査

図表 7　インターネット利用機器の状況（個人）

出典：令和 4 年通信利用動向調査
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ンピックやワールドカップでの日本人が活躍する試合はそうである可能性が高い。その他，

国技である大相撲もそうだろうか。しかし，プロ野球はすでに地上波で中継される試合は減

っているし，J リーグもそのほとんどが DAZN の配信になっている。無料地上波で放送す

べきスポーツ中継は意外に少ないのかもしれない。

　それでも，英国の事例は次の大きな指針を示している。つまり，“対価を必要とせず，95

％ の国民が受信できること”である。

　英国の指針に，日本でのネット配信を照らし合わせてみるとどうか。まず，以下の図表は

インターネット利用状況である。

　全体では 84.9％ であり，50 代以上は下降している。80 代以上ではわずか 33.2％ となる。

いずれにしても 95％ には到底届かない。では，インターネット機器の利用状況はどうか。

　最も利用率の高いスマートフォンでも 71.2％ の利用であり，95％ からはさらに遠くなっ

ている。インターネット，インターネット利用機器の利用率は今後も増加していくことは間

違いないが，少なくとも現時点においてはユニバーサルアクセスのプラットフォームにまで
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成長していないことが理解できる。

　もちろん，ネット配信の場合，“無料で”観戦できる可能性は低い。インターネット利用

率や機器の普及は時間が解決するものと考えられるが，今現在では適格条件からみると厳し

い状況である。

4―4　日本におけるユニバーサル・アクセス権に関する議論と課題

【第 3 期スポーツ基本計画における位置づけ】

　ここでは，上述した英国の制度を踏まえ，日本におけるユニバーサル・アクセス権のあり

方について概観する。具体的には，2020 年東京オリンピック・パラリンピック競技大会

（以下「東京大会」）後にスポーツ庁によってまとめられた「第 3 期スポーツ基本計画（2022

年 3 月 25 日）」（以下，「基本計画」とする）をもとに，今後のスポーツ行政の方向性と情報

通信サービス，特に放送およびインターネット配信の位置づけとその課題について確認する。

　2017 年度から 2022 年度までを規定した「第 2 期スポーツ基本計画」では，スポーツへの

参画手法として「する」「みる」「ささえる」の 3 点を挙げている。このうち「みる」に関し

ては，東京大会の効果として「初めて目に触れる競技等に加え，選手たちが励ましたたえあ

う姿を見て，スポーツの持つ素晴らしさを確認した。」41）と評価した。

　そのうえで，基本計画では，「する」「みる」「ささえる」ことを真に実現する社会を目指

すには，「つくる／はぐくむ」「あつまり，ともに，つながる」「誰もがアクセスできる」と

いう 3 つの新たな視点が必要だとした42）。「誰もがアクセスできる」では，性別や年齢，経

済・地域事情等の違いによって，スポーツ活動の開始や継続に差が生じないような社会の実

現や気運の醸成を図る」としている。

　しかしながら，「誰もがアクセスできる」の手段としての放送並びにネット動画配信の重

要性について，同基本計画において具体的な言及はみられない。同基本計画において「今後

5 年間に総合的かつ計画的に取り組む施策」として 12 項目が挙げられているが，テレビ放

送等について直接的に言及されているのは，「8．スポーツを通じた共生社会の実現」の①障

害者スポーツの推進において「東京大会のパラリンピックのテレビ放送時間が過去最長とな

り，また，多くの競技についてオンラインで動画が配信されたこと等により，多様なアスリ

ートによる多様な競技での活躍が国民の目に触れた」43）との一節のみである。

【日本におけるユニバーサル・アクセス権をめぐる議論】

　FIFA ワールドカップカタール大会のアジア地区最終予選において，一部の日本代表戦の

テレビ生中継が実施されなかったこと（ネット動画配信事業者の DAZN が有料にてライブ

配信を実施）をきっかけとして，スポーツ中継に関する日本におけるユニバーサル・アクセ

ス権のあり方について，改めて注目された。
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　日本においてユニバーサル・アクセス論が政府レベルで議論されたのは，1996 年に当時

の小杉隆文部大臣から「生涯にわたる心身の健康の保持増進のための今後の健康に関する教

育及びスポーツの振興の在り方について」諮問を受けた保健体育審議会が，翌年の答申「Ⅶ　

競技スポーツの振興」で，この分野の論点を審議してきた特別委員会が当時，「どうしても

敢えて触れておくべきだ」としてこの章の最後に盛り込んだ内容が唯一とされている44）。

背景には，FIFA ワールドカップ（2002 年大会と 2006 年大会の 2 大会分）の放送権を従前

からのワールドコンソーシアムに優先権を与えず，結果的にスポリスとキルヒの 2 社が取得

するなど，今後，スポーツ放映権の高騰が予測されたためである。同答申では，「スポーツ

のテレビ放映権の契約に当たっては，マーケティングの観点だけでなく，スポーツの普及の

観点も併せて考慮することが必要」45）などと述べられている。

　懸念であった 2002 FIFA ワールドカップの放映権は，前述のとおり 135 億円でスカイパ

ーフェクト・コミュニケーションズが獲得し，同サービス加入者への無料放送を実施したほ

か，JC も日本戦を含む一部試合の放映権を取得したことで，こうした議論は次第に下火と

な っ た。現 状，こ の 議 論 が 再 燃 す る き っ か け と な っ た の は，前 述 の DAZN に よ る

2022FIFA ワールドカップカタール大会アジア地区最終予選の独占配信による影響が大きい。

　FIFA ワールドカップの放映権に関しては，2014 年大会よりスカパー！が撤退，2018 年

大会にはテレビ東京，2022 年大会では日本テレビと TBS テレビが JC から撤退した。2022

年大会は「W 杯は公共財に近い」46）として ABEMA による全試合無料ライブ配信が実現し

たが，経営への影響は大きかった。NHK は「NHK 経営計画（2021―2023 年度）」の「事業

支出について①構造改革について（2）設備投資など固定的経費への斬り込み」において，

「スポーツ放送権料などの絞り込みを進める」などで 150 億円超の経費削減を明記してい

る47）。放映権の高騰が続く中で，「社会的な興味・関心」「放送の公共性」のみを根拠とし

て，世界的な大規模スポーツイベントの無料放送（配信）の継続を望むことはむずかしいと

言わざるを得ない。

　2019 年，JC は，2026 年ミラノ・コルティナダンペッツォ冬季オリンピック，2028 年ロ

サンゼルスオリンピック，2030 年冬季オリンピック，2032 年オリンピックの 4 大会の放送

権を IOC と合意した48）。しかし，2034 年以降のオリンピック放送権に関しては，今後の放

送産業の動向を含め，未だ不透明である。FIFA ワールドカップに関しては，2026 年大会

（米国，カナダ，メキシコの 3 か国共催）の無料中継について ABEMA が検討するとの報

道49）もあるが，現段階で確定したものではない。放送・配信を問わず，スポーツ中継の商

業的価値と「スポーツの公共性」に基づく社会的価値を比較衡量し，そのあり方を再考する

時期が早かれ遅かれ訪れることは間違いない。田島幸三・日本サッカー協会会長は，サッカ

ー日本代表戦のユニバーサル・アクセス権導入について法整備に言及したと報じられてい

る50）。
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　こうした状況を想定し，従前のプレイヤーである放送・配信事業者と各競技運営団体に加

え，視聴者や政府などの関係者により，さまざまな論点を検討する必要があるだろう。

4―5　中継放送の品質：中継ノウハウの蓄積はどこに

　J リーグの中継映像は，配信権を所有する DAZN が一括管理して制作会社や地方テレビ

局に制作委託している。放送・配信権を所有して展開することと，自ら中継制作することは

必ずしも一致しない時代となりつつある51）。

　またオリンピックや FIFA ワールドカップを筆頭に，全世界の RHB に向けて制作される

国際信号は，IOC や FIFA から指定されたホストブロードキャスターが一括して担う。オ

リンピックは IOC が設立した OBS（オリンピックブロードキャストサービス），FIFA ワー

ルドカップは HBS（ホストブロードキャストサービス）という会社組織が担っている。そ

うした専門の制作集団は緻密な準備と蓄積されたノウハウを生かしながら高品質なスポーツ

中継を実現している。

　その他の国際大会もホストブロードキャスター体制を採用し，RHB は国際信号を利用し

て自国向けにユニ映像を加えながら放送する。ただしこのユニ映像の制作体制はオリンピッ

クなどでは肥大化し，制作費の高騰も招いている。

　一方，現状の配信企業による海外のスポーツ中継は国際信号にユニ音声（実況と解説）を

付けるだけの体制での配信がほとんどである。独自のカメラやスタジオの手配等のノウハウ

は消滅してしまうのだろうか。なお，2022FIFA ワールドカップの ABEMA の配信では，

テレビ朝日のノウハウを生かしながらの協力があってこそ成功したともいえる。

4―6　事業継続性に係る懸念

　一方，ネット配信業者がスポーツ中継でビジネス的に成立しているかは，現時点では疑問

である。ABEMA は親会社サイバーエージェントの連結子会社のため，2022 ワールドカッ

プの放送権料の負担の大きさはサイバーエージェントの連結決算に表われている。ワールド

カップ費用を計上した 2023 年 9 月期第一四半期のメディア事業の営業損益は 93 億円の赤字

（前年同期は 38 億円の赤字）となっている52）。もちろん今回の施策は，ABEMA の認知度

を拡大させるためのプロモーションが目的であり，その意味では大きな成果を挙げた。しか

し，これほどの費用をかけてのプロモーションを幾度も続けることはできるだろうか。

　そもそも，世界最大のスポーツサイト DAZN（2016 年にスタート）も，ブルームバーグ

の報道によると 2021 年の営業損失は 13 億 6000 万ドルで，前年よりむしろ悪化していると

いう53）。日本でも，2021 年には早々に V リーグとの契約を解消し，2024 シーズンより J3

の契約を打ち切る等のコスト対策をしている。

　いずれにしろ，放送権料の大きさが，テレビ放送同様に，ネット配信でもビジネスの成立
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を妨げているのが現状である。事業の継続性の観点からは楽観的になれる状況ではない。

　さらに収入についての課題として，有料放送でも同様だが，大規模な国際スポーツ大会は

2 か月以内の短期で終了することが多いので，その大会が終了すれば退会する会員も多い。

また，現時点では全国民に訴えるプロモーション力に欠けるといえる。（例えば地上波ネッ

トワークが放送することで，国民的関心が高まることと比較して。）

4―7　スポーツ中継の今後

　ただし，日本でスポーツ中継の無料テレビ放送が即座になくなることはないだろう。JC

は，2026 年から 2032 年までの夏冬 4 大会のオリンピック放送権を取得しており（総額 975

億円），それらが既存地上波，衛星放送で放送される。JC はゲートキーパーパッケージ（す

べてのメディア権）を得ており，ネット配信権も JC に属する54）。東京 2020 大会でも，JC

はネット配信権を行使し，自転車ロードレースなどの完全配信に成功した。ただし，2034

年の冬季オリンピック以降，2026 年以降の FIFA ワールドカップの放送体制の見通しは不

透明である。

　今後，地上波と衛星波の無料放送，衛星波の有料放送，有料ネット配信，無料ネット配信

のそれぞれの事業が共同して，高騰する放送権料の負担を減らしながら，それぞれの強みを

発揮するような体制が期待できるかもしれない。例えば予選全試合は有料配信，決勝や日本

の試合は無料放送といった役割分担である。2023 ラグビーワールドカップは日本テレビが

提供，協賛スポンサーを獲得しスポンサー収入に見合う形で地上波 19 試合，さらに NHK

が 14 試合を地上波で放送し，有料放送の J スポーツが配信を中心に全試合を生放送した。

バスケットボールワールドカップ 2023 は，日本テレビとテレビ朝日が地上波と BS で日本

戦や決勝をカバーしたが，全試合を DAZN が有料配信した。さらにバスケットボールの B

リーグファイナル第 1 戦は，日本テレビの地上波，NHK の BS，配信では Hulu, amazon プ

ライムビデオ，スポーツナビ，バスケット Live が生対応，J スポーツが録画を放送するな

ど，多くのメディアが関与した。

　さらに，NHK も民放も，自身の関連会社との協業等で，地上波，BS に加えてネット配

信の比率を増やす戦略がある。NHK のネット事業についても議論が交わされているところ

である。いずれにせよ NHK も民放も地上波や衛星波だけの放送の将来を憂慮して，ネット

配信による手段の拡大を模索している。

　もちろん世界陸上や世界水泳のように，現状のテレビ放送がスポンサーセールスをベース

に地上波放送が成立する大会も継続される可能性はあるが，今後は独占放送でなくとも，

様々なプラットフォームが並列に実施するというスキームに利益を見出せるかもしれない。

いずれにしても，視聴者にとって満足がいかない放送体制は，徐々に関心を失わせていって
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しまう。

　また，放送局が放送権を獲得して自局で制作をするという構図も変化しつつあることも指

摘しておきたい。日本のスポーツ団体（NF: National Federation と呼ばれる）が主催する

スポーツ大会は，多くの場合放送権を購入した放送局が自前で制作し放送するのが基本だっ

たが，最近は変化してきている。

　2023 年 6 月 6 日の神戸対バルセロナ（イニエスタの引退興行試合）は，テレビ放送は日

本テレビ関連の有料放送 G+ とネット配信の Hulu であるが，ホスト制作は文化工房という

テレビ朝日関連のプロダクションだった。また村田諒太のボクシングタイトルマッチ

（2022）のホスト制作はフジテレビだったが，配信は amazon プライムビデオだった。もは

や地上波局が制作し放送するという概念は変わりつつある。

　なお，ユニ映像の付加を諦めれば，国際信号をそのまま配信するだけで済むため，ネット

配信は経験がなくても成立することは先述した。いずれにしても，放送権の執行と番組の制

作とは必ずしも一致しない時代となった。

5．最後に

　最後に，スポーツ中継から少し離れて，テレビ放送の視聴体験とネット映像の視聴体験の

近似化について検討したい。その両者は以下に述べる通り近似化を続けており，近い将来に

は視聴者からすると“同じ存在”にまでなるかもしれない。地上波テレビと衛星放送をシー

ムレスに視聴することは多いが，今後はそれに加えてネット映像もザッピングの対象となる

に違いない。

5―1　映像の精細度について

　地上波テレビ放送の解像度は，縦 1080 ピクセル×横 1440 ピクセルである。本来のフルハ

イビジョンは 1080×1920 ピクセルだが，電波帯域の都合で，横 1920 ピクセルで撮影した映

像を 1440 ピクセルにダウンコンバートした上で伝送し，それをテレビ受像機で 1920 に引き

延ばしている事情がある。つまり，フルハイビジョンの映像品質は保たれていない。

　一方，ネット配信の場合は，通信状況が良好なことが前提となるが，そうした制約はなく，

フルハイビジョンのまま送信できる。さらには，制作環境，配信環境，視聴者の端末の条件

が揃えば 4K での配信も可能となる。スマートフォンの小さな画面では 4K の恩恵は感じづ

らいが，図表 8 の通り，4K に対応したテレビの普及は確実に進んでおり，2023 年では 21.8

％ に達している。今後は，BS4K 放送に加えて，スポーツ中継の 4K 配信も徐々に増加する

にちがいない55）。



図表 8　4K（8K）テレビ所有状況

出典：一般社団法人放送サービス高度化推進協会（2023）
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　テレビはデジタル化することで，地上波も衛星波も高精細度映像となり，テレビ受像機も

薄型大画面となった。一方，ネット映像は当初，ガラケーの QVGA（320×240）といった

レベルから始まったためか，品質が低いイメージが長く持たれてきた。しかし，通信環境と

端末の進歩に伴い，現在ではテレビの映像に引けをとらない。むしろフルハイビジョンや

4K など，テレビ映像を上まわる品質のことも少なくない。Netflix を想起すれば，それが理

解できよう。

5―2　テレビ受像機のネット端末化

　テレビでネット配信を視聴するには「スマート TV」や「コネクテッド TV」などと呼ば

れる，インターネット接続機能が必要である。新しいテレビ受像機にはその機能が付いてい

るものが多く，もしなかったとしても，数千円の amazon Fire TV などのドングルを挿入

すればテレビはネット端末になる。

　テレビ受像機は，テレビ放送の視聴に加え，1980 年代以降はビデオ視聴やビデオゲーム

のモニターとしての機能が追加されてきた。そして，21 世紀に入ってからは，主に動画視

聴を目的としたインターネット端末としての機能が拡大している。

　本稿で論じたスポーツ中継の視聴にはやはり大画面のテレビ受像機で観戦するのに向いて

おり，このテレビ受像機のネット端末化がネット映像視聴増加の大きな要因となっていよう。

5―3　視聴方法の近似化

　テレビ視聴とネット配信視聴の，それぞれの視聴方法はどう変化してきているか。テレビ

番組の視聴はかつてリアルタイムが主流だったが，録画機の利便化もあってタイムシフト視

聴が増加している。図表 9 はある週のタイムシフト視聴トップ 10 の例だが，そのうち 6 番

組はリアルタイム視聴よりタイムシフト視聴が多いことがわかる。この傾向はドラマやアニ

メといったストック型番組56）に強いが，この実態からすると，ストック型番組については，

テレビ局が番組内容やターゲット視聴者層を考慮して放送時間を決めてきた番組編成など，



出典：ビデオリサーチ57）

図表 9　タイムシフト視聴率トップ 10（関東地区・2023/8/28 ― 9/3）

順位 番組名 放送局 放送日時 個人視聴率
タイムシフト 

視聴率

1 VIVANT TBS
2023/9/3

21:00
10.1 8.4

2 ハヤブサ消防団 テレビ朝日
2023/8/31

21:00
4.8 5.4

3 アニメ・呪術廻戦 TBS
2023/8/31

23:56
1.2 4.3

4
最高の教師 1 年後，私
は生徒に■された

日本テレビ
2023/9/2

22:00
3.0 4.3

5 どうする家康 NHK 総合
2023/9/3

20:00
6.9 3.9

6
連続テレビ小説・らん
まん

NHK 総合
2023/8/28

8:00
9.7 3.8

7 CODE・願いの代償 日本テレビ
2023/9/3

22:30
3.0 3.4

8 トリリオンゲーム TBS
2023/9/1

22:00
2.9 3.2

9 真夏のシンデレラ フジテレビ
2023/8/28

21:00
2.7 3.0

10
18/40　ふたりなら夢も
恋も

TBS
2023/8/29

22:00
3.3 2.9
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もはや意味がなくなりつつある。

　一方，ネット配信視聴は VOD 中心にスタートしたものの，これまでみてきたようにライ

ブ配信も盛んになっている。すでに米国では，FAST（Free Ad-supported Streaming TV）

と呼ばれる広告付きの無料ストリーミングサービスが視聴者を増やしている。これらには

VOD サービスだけではなく，流れてくる映像をリニアに視聴するサービスが多く，それら

は要するにテレビ放送の視聴スタイルと変わらない。図表 10 は米国でのテレビ端末の使途

のグラフであるが，ストリーミングに含まれる tubi, Roku channel, pluto がそれであり，一

定の視聴シェアを獲得していることが理解できる。

　現在，NHK テレビ放送のインターネット同時配信について制度的な検討がなされている

が，テレビ放送のネット同時配信も今後増加していくはずである。また，テレビ番組のタイ

ムシフト視聴を加速化させている TVer もネットサービスである。Netflix や amazon プラ

イムビデオのようなプラットフォームにも多くのテレビ番組が提供されるなど，多くのテレ

ビ番組はネットでも提供されるようになってきた。コンテンツ（番組）についても，ネット

上に多くの放送番組が配信されるようになっているのが現状である。



図表 10　サービス別テレビ受像機利用（米国）2023 年 8 月期

出典：Nielsen
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5―4　展望

　ここまで，（1）映像の品質，（2）端末の融合（とりわけテレビ受像機），（3）視聴方法の

近似化をみてきた。これらから理解できるのは，テレビ放送の視聴体験とネット映像の視聴

体験を区別できなくなっているということである。さらには，テレビ番組自体，ネット配信

されることが増えており，コンテンツの違いも明確ではない。

　とはいえ，放送とネット配信には大きな違いもある。周波数が有限なために一定数の放送

局のみに免許が付与されて実施される放送と，チャンネルの数的限界のないネット配信では

同列に扱えない。ケーブルテレビを別にすればテレビ放送のチャンネルを大幅に増やすこと

はできないが，YouTube を想起すれば理解できるように，その品質はともかく，ネット映

像の産出は今後も拡大が続くだろう。スポーツ中継で言えば，マルチアングルサービスが可

能なのもそれが理由である。テレビ放送で 2 画面以上を送るには，それぞれの画質を落とす

しかない。

　また，地上波等の基幹放送には，娯楽番組のみならず，報道，教養，教育番組を編成する

義務がある（調和原則と呼ばれる）58）。ネット配信には法を犯さない限り内容規制は一切な

いので，例えば採算の取りづらい全国的なニュース（災害報道を含む）がネット企業独自に

制作されることはないだろう。しかし，スポーツ中継のような娯楽に関しては放送とネット

配信では今後も競合を続けるだろうが，公共の電波を独占的に使用することを背景とした公

益事業の性格をもつ放送と，ビジネス主体のネット配信では，メディアの在り方としてスタ

ンスが異なる部分がある。もし日本でも特定のスポーツ中継にユニバーサル・アクセスが求

められるようになれば，日本全土で「あまねく受信できるよう」59）法的に定められた放送と

の相性はよいように感じられる。英国のように，特定のスポーツ大会の放送を法的に義務付



図表 11　見るのが好きなスポーツ

読売新聞による調査　N=2090（全国有権者）61）
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けることを考え始めるべきという考え方もあるが60），地上波や BS は報道機関でもあり，表

現の自由の観点からしても特定の番組の義務付けは日本ではなじまず，あくまで民間で合意

形成を図るべきだろう。

　テレビの視聴率が下降傾向とはいえ，オリンピックや W 杯のような大会の視聴率はいま

だに高く，広告媒体としての価値も依然大きい。そこで得られる広告収入よりもはるかに多

額の放映権料といういびつな構造自体，問題なのではないか。ネット企業がテレビに代わっ

てその支払いをしても，ビジネス的にペイしないままではその継続性はおぼつかない。最終

的には，大きなスポーツイベントをほとんどの人がみられないという状況さえ予見できる。

もちろん，そうなればそのスポーツイベント自体の人気も落ちて規模も縮小していくだろう。

参考までに，「見るのが好きなスポーツ」の調査結果が図表 11 であるが，これらの競技を，

今後も国民誰もが大きな負担なくみられることを保持するにはどうすべきか，本稿での考察

が何か示唆することができれば幸いである。

注
1 ）ヘッドオブブロードキャストは，オリンピック放送機構（OBS）と向き合い，放送技術・通

信技術を提供しながら，組織委員会の各所と調整統合する役割を担う。
2 ）日本テレビ放送網（2004）番組編①，p. 10
3 ）「NHK 放送史」参照。https://www.nhk.or.jp/archives/bangumi/（2023 年 10 月 21 日閲覧）。
　　　なお，NHK はラジオ開局 2 年後の 1927 年には高校野球（当時は全国中等学校優勝野球大

会），開局 3 年後の 1928 年には大相撲，1932 年にはオリンピック（ロサンゼルス）のラジオ
中継を開始している。
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4 ）日本テレビ放送網（2004）経営編，pp. 33―34
5 ）居駒（2022），p. 71
6 ）オリンピック番組の放送時間（総分数）の推移を参照。https://www.videor.co.jp/tvrating/

past_tvrating/sport/olympic-summer/03/post-9.html（2023 年 10 月 21 日閲覧）
7 ）杉山茂（2003），pp. 127―173
8 ）テレビ放送に対応したルール改正の事例としては，アメリカンフットボールでの広告挿入のた

めのブレイク，MLB のピッチクロックによる時間の短縮，日本のプロ野球での延長戦 12 回
での終了等が挙げられる。

9 ）AV WATCH「BPA, BS デ ジ タ ル 大 賞 2003 を 発 表」（2003 年 12 月 1 日 付）　https://av.
watch.impress.co.jp/docs/20031201/bsd.htm（2023 年 10 月 21 日閲覧）

10）「NHK が伝えたワールドカップ」NHK アーカイブス　https://www2.nhk.or.jp/archives/
articles/?id=C0010804（2023 年 10 月 21 日閲覧）

11）アルゼンチン大会（1978 年開催），スペイン大会（1982 年開催），メキシコ大会（1986 年開
催），イタリア大会（1990 年開催），米国大会（1994 年開催），フランス大会（1998 年開催）
の 6 大会

12）日本放送協会「NHK の衛星放送の視聴状況について」（平成 19 年 9 月 25 日），総務省「NHK
の衛星放送の保有チャンネル数の在り方に関する研究会」第 2 回会合説明資料，p. 12

13）Ibid, p. 11
14）2000/2001 年シーズンから 2003/2004 年シーズンまで
15）2003/2004 年シーズンから 2022/2023 年シーズンまで
16）1997/1998 年シーズンから 2002/2003 年シーズンまでと，2020/2021 年シーズン（決勝トーナ

メントから放送）から 2023/2024 年シーズンまで。なお 2020/2021 年シーズン以降の契約では，
UEFA ヨーロッパリーグの放映権も取得している。

17）全豪オープン，全仏オープン，ウィンブルドン，全米オープンの各トーナメントの総称
18）「ス カ パ ー が 135 億 円 で 獲 得」『asahi.com』（2000 年 9 月 4 日 付）　http://www.asahi.com/

paper/sports/soccer/2002wcup/news/000904.html（2023 年 10 月 21 日閲覧）
19）Ibid
20）Contents Delivery Network のこと。映像のような大きなデータでも多数のユーザーへの同時

配信を可能とするサービス。Amazon Web Services やマイクロソフトの Azure 等が有名。
21）例えば，日本テレビと TBS がニュースクリップの動画配信を開始したのが，ともに 2000 年

だった。
22）2023 年現在，通常価格で月額 1,595 円（税込），パ・リーグ 6 球団のいずれかのファンクラブ

に加盟している場合はファンクラブ会員特別割引で月額 1,045 円（税込）。ライブ配信だけで
はなく過去試合も VOD で視聴できる。

23）一方，セ・リーグは，各球団が長い歴史を持っており，地元テレビ局と独占契約を結んでいる
等の理由があって，パ・リーグ TV のような一致団結したサービスはできていない。これが
DAZN への権利提供につながっていった。

24）「J リーグ放映権 2000 億円 英社が 10 年契約 スマホ格安配信」『日本経済新聞』2016 年 7 月
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